
当連結会計年度のわが国の経済は、世界的な金融問
題に端を発した金融危機が一段と深刻化する中、輸
出の大幅な減少、企業収益の悪化幅の拡大、また、厳
しい雇用・所得環境のため個人消費が弱まるなど、景
気は大幅に後退いたしました。
当業界を取り巻く環境は、貸金業法の改正や特定

商取引法・割賦販売法の改正など、ここ数年において
規制強化の流れが加速し、消費者保護への厳正な対
応が求められ、一段と厳しさを増しております。また、
業界内における業態の垣根を越えた再編の動きなど、
競争環境も変わりつつあります。
このような環境下、当社グループは、「今までにな

い全く新しいタイプの信販会社になる」という戦略ビ
ジョンに基づき、事業の基盤整備に取り組んでまいり

ました。さらに、変化の早い経営環境に機動的に対
応できるよう、平成22年4月1日をもって事業持株会
社体制へ移行する予定であります。今後は戦略ビジョ
ンを実現するために戦略プランを迅速に遂行するこ
とに注力し、多様化するお客さまや取引先加盟店の
皆さまのニーズにお応えしてまいります。
今後とも皆さまには、なお一層のご支援、ご鞭撻を
賜りますようお願い申し上げます。

平成21年6月

代表取締役社長 最高経営責任者(CEO)

常峰　仁
Message from CEO 1

ごあいさつ

皆さまにおかれましては、ますますご清栄のことと

お喜び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

「株主通信」をお届けするにあたり、

ここに謹んでご挨拶申し上げます。

株主通信
第54期
平成20年4月1日～平成21年3月31日



連結財務ハイライト

営業収益

総合あっせん収益

個品あっせん収益

信用保証収益

融資収益

金融収益

その他の営業収益

営業利益（△営業損失）

経常利益（△経常損失）

当期純利益（△当期純損失）
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部門別営業収益構成比
（平成21年3月期通期）
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当社の詳しい情報はホームページからもご覧いただけます。
URL:  http://www.aplus.co.jp/company/

2 Financial Highlights
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当期の業績について／株式の状況

● 業績の状況（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

● 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当

● 次期の見通し

当連結会計年度の業績につきましては、貸金業法の最
終施行に備えたポートフォリオの見直しや個人消費の
低迷などにより、営業収益は953億63百万円（前連結
会計年度比10.7%減）となりましたが、経営環境の変
化に迅速に対応し、貸倒関連費用などの営業費用の削
減で営業収益の減少を補い、ビジネスは概ね順調に推
移いたしました。しかしながら、利息返還請求は引き
続き高水準で推移しており、貸金業法の最終施行を前

に引当水準を十分に保つため、当期末において利息返
還損失引当金を大幅に積み増しいたしました。
この結果、当連結会計年度の営業利益は17億79百
万円（同29.0%減）、経常利益は17億7百万円（同
29.7%減）、当期純利益は、投資有価証券評価損の計
上などにより、15億30百万円（同75.0%減）となり
ました。

利益配分につきましては、財務体質の強化および将来
の事業展開に備えるとともに、当社グループを取り巻く
環境などを総合的に勘案し、中長期的な視点にたって株
主の皆さまへの安定的な利益還元を行うことを基本方
針としております。当期の配当につきましては、普通株式、
B種優先株式、C種優先株式は、誠に遺憾ながら無配と
させていただく予定であります。なお、D種優先株式に

つきましては、発行条件に則り、期末配当を1株につき
40円とし、中間配当（1株につき40円）と合わせ、年80
円を予定しております。また、E種優先株式、F種優先株
式、G種優先株式につきましては、発行条件に則り、期
末配当として1株につき30円を予定しております。
次期の配当につきましては未定とさせていただいて
おります。

次期につきましては、「今までにない全く新しいタイ
プの信販会社になる」という戦略ビジョンに基づき、
スキルとインフラの改善、マーケティング戦略の改善
に取り組み、お客さまや加盟店の皆さまのニーズに対
応することで、安定的な収益源の確保、徹底的なコス
ト削減に取り組んでまいります。
平成22年3月期の連結業績の見通しにつきまして

は、営業収益910億円、営業利益70億円、経常利益
70億円、当期純利益70億円を見込んでおります。
なお、上記の見通しにつきましては、当社グループ
の経営方針・財務状況を踏まえつつ、将来の業績に影響
を与え得る不確実な要因に関する仮定を含む前提のも
とに作成されたものであります。実際の業績は、今後
の様々な要因によって大きく異なる可能性があります。

大株主（平成21年3月31日現在）
◯ 普通株式

株式会社新生銀行
太陽生命保険株式会社
三信株式会社
三菱UFJファクター株式会社
大阪証券金融株式会社

156,690
8,421
4,083
3,774
3,259

66.41
3.56
1.73
1.59
1.38

※株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。

当社への出資状況株主名 持株数（千株）出資比率（％）

◯ 優先株式

Ｂ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｃ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｄ種優先株式 株式会社新生銀行

株式会社三井住友銀行
エイアイジー・スター生命保険株式会社
日本生命保険相互会社
野村證券株式会社

Ｅ種優先株式 株式会社新生銀行
大同生命保険株式会社

Ｆ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｇ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｈ種優先株式 株式会社新生銀行

10,000
15,000
8,500
2,500
1,500
1,500
1,250
70,000
500

10,000
25,000
32,250

100.00
100.00
50.74 
14.92 
8.95 
8.95 
7.46 
99.29 
0.70 

100.00 
100.00 
100.00 

当社への出資状況株主名種類 持株数（千株）出資比率（％）

※株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。

発行済株式の総数・株主数 普通株式
Ｂ種優先株式
Ｃ種優先株式
Ｄ種優先株式
Ｅ種優先株式
Ｆ種優先株式
Ｇ種優先株式
Ｈ種優先株式

発行可能株式総数 1,375,896,072 株
235,931,829 株
10,000,000 株
15,000,000 株
16,750,000 株
70,500,000 株
10,000,000 株
25,000,000 株
32,250,000 株

8,873名
1名
1名
9名
2名
1名
1名
1名

株式の状況（平成21年3月31日現在）

株式分布状況（普通株式）（平成21年3月31日現在）

金融機関 172,297千株

その他国内法人 20,314千株

外国法人・個人 559千株

1.03%

0.23%

8.61%

17.06%

73.02%

証券会社 2,443千株

個人・その他 40,254千株

※株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。

◯ 所有者別



株式のご案内／会社概要
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東京本部：〒162-8535 東京都新宿区新小川町4-1
お問合わせ先／総務部：TEL（03）5229-3737

株式会社アプラス

この冊子の表紙及び本文は、VOC（揮発性有機化合物）が１%未満のノンVOCインキで印刷しています。

この印刷物は、E3PAのシルバー基準に適合した
地球環境にやさしい印刷方法で作成されています
E3PA：環境保護印刷推進協議会
http://www.e3pa.com

S06-0028

ホームページのご案内
当社の詳しい情報はホームページからもご覧いただけます。
当社では、IR活動の一環としてインターネットによる情報発信の充実
に努めてまいりますのでぜひご利用ください。

ホームページアドレス

http://www.aplus.co.jp/

会社案内・IR情報アドレス

http://www.aplus.co.jp/
company/

会社概要
商 号
所 在 地

設 立
資 本 金
従 業 員 数
店 舗 数
主な事業内容

関 係 会 社

役 員

株式会社アプラス（APLUS Co., Ltd.）
本　　店：大阪市中央区南船場一丁目17番26号
東京本部：東京都新宿区新小川町4番1号

アプラス東京ビル
昭和31年10月6日
472億5,000万円（平成21年3月31日現在）
1,089名（平成21年3月31日現在）
全国主要都市39店舗（平成21年3月31日現在）
◯ ショッピングクレジット事業
（オートクレジット、ECOローン、リフォームクレジット、
ディーラークレジットなど）

◯ カード事業
（クレジットカード、提携カード）

◯ 消費者金融事業
（ローンカード、各種目的ローンなど）

◯ 決済事業
（オートネットサービス、コンビニ集金代行サービス、
家賃サービスなど）

◯ その他の事業
（住宅関連ローン、ビジネスサポートサービス、
リースなどのファイナンス事業、保険事業）

全日信販株式会社
アルファ債権回収株式会社
その他6社（平成21年3月31日現在）

取締役・監査役
代表取締役 会長 クラーク・ダグラス・グラニンジャー
代表取締役 社長 最高経営責任者（CEO） 常峰　仁
代表取締役副社長 副社長執行役員 最高執行責任者（COO）

籠谷　修司
取締役 常務執行役員 最高財務責任者(CFO) 野口　郷司
取締役 常務執行役員 最高営業責任者(CSO) 佐藤　正樹
常勤監査役 佐藤　義昭
常勤監査役 竹内　晃
監査役(非常勤) 森川　輝夫
監査役(非常勤) 宇都宮加城
執行役員
常務執行役員最高IT責任者（CIO) ピーテル B.フランケン
常務執行役員最高マーケティング責任者（CMO) 須賀亜衣子
執行役員 最高オペレーション責任者 畝森　達朗
執行役員 渡邉　勝之
執行役員 拝郷　秀夫
執行役員 最高購買責任者（CPO) 市橋　正一
執行役員　 秋元　英之
執行役員 奥田　正一

※常勤監査役 竹内 晃、監査役（非常勤）森川 輝夫、
宇都宮 加城は会社法に定める社外監査役であります。
※CPOは（Chief Purchasing Officer）の略称であります。

（平成21年6月26日現在）

株式のご案内
事 業 年 度
定時株主総会
基 準 日

単 元 株 式 数
株主名簿管理人
および特別口座
の口座管理機関
株主名簿管理人
事務取扱場所

上場証券取引所
証 券 コ ー ド
公告掲載方法

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月開催
定時株主総会 毎年3月31日
期末配当 毎年3月31日
中間配当 毎年9月30日　
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

500株
大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵便物の送付先：
〒183-8701
東京都府中市日鋼町1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話照会先：
0120-176-417

インターネットホームページURL
http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/
retail/service/daiko/index.html
大阪証券取引所市場第一部
8589
電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。
http://www.aplus.co.jp/company/index.html

［株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について］
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届

出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。
証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先
にご連絡ください。
［特別口座について］
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用

されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の住友
信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設いたしま
した。特別口座についてのご照会および住所変更等のお届出は、
上記の電話照会先にお願いいたします。


